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中国税務 

2015年の中国における関税政策 

 

国務院の関税税則委員会は 2014 年 12 月 12 日に「2015 年関税実施方案に関する通
達」（税委会[2014]32 号、以下「通達」）を発布し、輸出入関税に対する部分的な
調整を行った。今回の調整は主に暫定税率、協定税率および一部の税則税目等に関

わる。政府は今回の調整を通じ、経済のバランスを図ることを期待している。通達
は 2015年 1月 1日より施行され、一部の業種にそれぞれ異なる影響を与えるものと
予測される。 

 

主な変更点 

 

1. 暫定関税税率 

 

中国政府は、一部貨物の輸入を奨励し、または輸出を制限する目的で暫定関税税率
を設定している。暫定関税税率は通常、毎年年末に公布されるが、状況によっては
年の途中で設定または変更されることもある。 

 

a. 輸出暫定税率 

 

2015年においては、343税目の商品に対して輸出関税税率および輸出暫定
税率が適用される。2014年との比較は以下の通りである。 

 

 一部のエネルギー類、資源類の商品（例えば、石炭、亜鉛等）に対し

ては引き続き暫定税率により輸出関税が課される。一部の輸出商品
（化学肥料、石炭等）の輸出暫定税率は変更された。 

 

 レアアース、卑金属等の一部のエネルギー類、資源類の商品につい
て、中国政府は近いうちにそれらの輸出暫定税率を変更する可能性が
ある。今回発布された通達では、これらの商品に係る輸出暫定税率の
変更に触れていないが、国際貿易摩擦が生じていることから、2015

年中に変更されるものと見込まれている。 

 

b. 輸入暫定税率 

 

一般的に輸入暫定税率は最恵国税率よりも低い。2015年においては、749

税目の商品が輸入暫定税率の適用対象となっている。2014年との比較は以
下の通りである。 

 

 新たに 19税目の輸入商品が輸入暫定税率の適用対象となり、12税目
の輸入暫定税率が引き下げられた。 
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税率が変更された商品の例 政策目的 

全自動銅線溶接機 

（新規） 

先進製造業（例えば、半導体製造
業等）に必要な設備、部品の輸入
を奨励する 

電動自動車用モーターコント
ローラ（新規） 

エコカーの国内消費を奨励する 

マカダミアナッツ、ぺカンナ

ッツおよび医薬品（リピトー
ル）（新規） 

国内民衆の生活の必要を満たす 

 

 国内産業の保護等のため、33税目の商品の輸入暫定税率が取り消され、5税目の商品の輸入暫定税率が引
き上げられた。 

- 冷媒圧縮機等の商品の輸入暫定税率の取消 

- デジタルカメラ用のイメージピックアップモジュール等の商品の輸入暫定税率の引き上げ 

-  輸入貿易量の少ない一部商品の輸入暫定税率の取消 

 

2. 協定税率 

 

中国と自由貿易協定を締結している国家および地域を原産地とする輸入商品には協定税率が適用される。協定税率は通
常、最恵国税率よりも低い。 

 

 中国とアイスランドおよびスイスの自由貿易協定が 2014年に発効し、中国大陸と自由貿易協定を締結する国家
および地域は 13カ国/地域に達した1。2015年においては、これらの国家および地域を原産地とする多くの商品
が優遇された協定税率の適用を受けることになる。 

 

 中国は既にオーストラリアおよび韓国との自由貿易協定に関する実質的な交渉を終えており、これらの自由貿
易協定は 2015年に発効するものと見込まれている。 

 

3. 税則税目の変更 

 

通常、中国政府は毎年年末に翌年の輸出入関税税目の調整を行う。経済と社会の発展に順応し、輸出入管理の効率を高
め、国際貿易上の要求にも応えるため、2015年度の関税実施方案では、馬尾藻（ホンダワラ属海藻）、エアコンプレッ
サー、合成ゴム等の税目が新たに設けられた。その結果、輸出入関税税目は従来の 8277から 8285に増加した。 

 

コメント 

 

 上述の通り、一部の商品の輸出暫定税率は 2015年中にさらに変更される可能性がある。それによって影響を受
ける企業は今後の動向に注意を払い、潜在的な財務上の影響に対応するための措置を講じるとともに、契約に
おける価格および税金関連条項を修正する必要性についても検討することを推奨する。 

 

 国家の産業奨励政策に合致する企業は、財政部、税関総署等の部門と対話するなどして、特定商品の暫定税率

を設定または変更するよう積極的に政府に働きかけることが考えられる。産業の発展および輸入に関連する国
家マクロ政策は政府の 5カ年計画に定められている。我々はこれまでに複数の業種の顧客企業に協力して政府
への働きかけを行い、関連部門から前向きな返答を得ている。 

 

 税則税目の変更は、企業の現行の輸出入商品の分類に影響を与える可能性があるため、企業が 2015年の税則税
目の変更内容を把握し、適時に商品分類のレビューを行い、税関上のコンプライアンスリスクの管理のため
に、必要に応じて税関の商品仮分類制度を利用することを推奨する。 

 

 自由貿易協定による便益を享受するために、企業は中国の自由貿易協定の交渉の進捗状況に注意を払うととも
に、自社のサプライチェーンの見直しを行う必要がある。 

 

今回の政策変更と貴社のビジネスに対する潜在的な影響に関する情報またはアドバイスを必要とされる場合には、デロ
イトの税関およびグローバルトレードサービスチームまでご連絡ください。 

 

 

 

 

                                                
1 中国はこれまでに東南アジア諸国連合、チリ、コスタリカ、アイスランド、ニュージーランド、パキスタン、ペルー、シンガポール、スイス

と自由貿易協定を締結し、韓国、インド、スリランカ、バングラディシュ、ラオスとアジア太平洋貿易協定を締結している。また、香港、マ

カオを原産地とし、かつ優遇原産地基準のある製品には引き続きゼロ関税が適用され、台湾を原産地とする、両岸経済協力枠組協定（ECFA）

の下での早期収穫リストにある商品には引き続き協定税率が適用される。 
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本 Tax Analysis のディジタルバージョンを求めよう或いは宛先の情報を変更しようとする場合、陸穎儀 Wandy Luk 

(wanluk@deloitte.com.hk)又は FAX: +852 2541 1911までにご連絡ください。 
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ある意思決定の基礎とすることはできません。自社の財務または業務に影響を与える可能性のある意思決定をし、或いは何

らかの行動をとる前に、専門家のアドバイスを受けることを提案いたします。デロイトネットワークに属する機構は、読者

の本ニュースレターの使用によって生じる何らかの損失については責任を負いません。 
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